
貸　　借　　対　　照　　表

（２０２１年３月３１日現在）

日立キャピタルＮＢＬ株式会社 （単位：百万円）

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流　動　資　産 429,051 流　動　負　債 203,441

現金及び預金 3 買掛金 3,275

割賦債権 12,941 短期借入金 59,990

リース投資資産 334,132
1年以内返済予定
長期借入金 31,000

賃貸料等未収入金 39,119
1年以内返済予定
長期債権譲渡債務 105,226

その他の営業貸付債権 41,059 未払金 1,655

前払費用 3,207 未払費用 399

未収入金 713 未払法人税等 301

その他流動資産 100 前受賃貸料 1,041

貸倒引当金 ▲ 2,226 賞与引当金 493

固　定　資　産 7,602 その他流動負債 57

有形固定資産 1,982 固　定　負　債 216,509

賃貸資産 1,627 長期借入金 39,000

建物 56 長期債権譲渡債務 176,195

器具備品 297 退職給付引当金 1,308

無形固定資産 2,837 その他固定負債 4

賃貸資産 184 負　債　合　計 419,950

ソフトウェア 1,995 （純　資　産　の　部）

ソフトウェア仮勘定 649 株　主　資　本 16,703

その他無形固定資産 7 資　　　本　　　金 10,000

投資その他の資産 2,783 利　益　剰　余　金 6,703

破産更生債権等 2,593 利益準備金 2,500

差入保証金 15 その他利益剰余金 4,203

繰延税金資産 2,483 　　繰越利益剰余金 4,203

貸倒引当金 ▲ 2,309 純　資　産　合　計 16,703

資　産　合　計 436,654 負債及び純資産合計 436,654

　（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　　益　　計　　算　　書

２０２０年４月 １ 日から
２０２１年３月３１日まで

日立キャピタルＮＢＬ株式会社 （単位：百万円）

科　　　目 金　　額

売　　上　　高

リース売上高 135,468

その他の売上高 1,732 137,200

売　上　原　価

リース原価 120,852

資金原価 1,298 122,151

売上総利益 15,049

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 218

その他の販売費及び一般管理費 8,724 8,942

営業利益 6,106

営業外費用

固定資産処分損 5 5

経常利益 6,101

税引前当期純利益 6,101

法人税、住民税及び事業税 1,794

法人税等調整額 115 1,910

当 期 純 利 益 4,190

　（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1． 固定資産の減価償却方法

　 （有形固定資産）

賃貸資産　　： 見積賃貸期間を償却年数とし、見積賃貸期間満了時の見積処分価額を残存価額と

する定額法。

建　　 　物　　： 定額法。　

器具備品　　： 定額法。　

リース賃借資産　： リース期間を償却年数とし、残存価額を零とする定額法。

　（無形固定資産）

賃貸資産　　：　 見積賃貸期間を償却年数とし、見積賃貸期間満了時の見積処分価額を残存価額と

する定額法。

ソフトウェア　　： 自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法。

2. 引当金の計上基準

貸倒引当金　： 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済的影響を鑑み実施されている、

政府等による補助金や制度融資等の各種施策の影響により、当期においては、

当社取引先の破綻実績が減少したことで、貸倒実績率が前年度より低下しております。

　しかしながら、今後も予断を許さない市場環境が続くと予想され、2021年度以降において、

経済回復が充分でないまま各種施策の打ち切り・減額や元本回収が行われ、貸倒実積率

が上昇するとの仮定のもと、当期の貸倒実績率に一定の破綻増加リスクを加味した貸倒率

を用い、貸倒引当金を計上しております。

賞与引当金　： 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見積額のうち、当期に対応する負担額

を計上しております。

退職給付引当金　： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理することとしております。

3. 収益及び費用の計上基準

（1） ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間

に対応する売上高と売上原価を計上する方法によっております。

（2） オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべきリース料を基準として売上高を計上する方法に

よっております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（1） 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算
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制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準第28号 2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の

額について、改正前の税法の規定に基づいております。

なお、2021年4月1日の親会社による経営統合に伴い、連結納税制度から離脱することを決定している為、

繰延税金資産は、当社の課税所得の見込みに基づいて回収可能性を判断して計上しております。

（2） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）

1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ： 百万円

短期金銭債務 ： 百万円

長期金銭債務 ： 百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額

賃　貸　資　産 ： 百万円

建　　　　　　物 ： 百万円

器　具　備　品 ： 百万円

3. 長期債権譲渡債務は、リース債権の流動化による資金調達額であります。

（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額 百万円

貸倒引当金 百万円

退職給付引当金 百万円

その他 百万円

繰延税金資産合計 百万円

繰延税金負債

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社及び法人主要株主等

（注） 利率等は一般的取引条件によっております。

（1株当たり情報に関する注記）

1. 1株当たり純資産額 ： 835円19銭

2. 1株当たり当期純利益額 ： 209円54銭
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